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別表１ 

（外務省） 

事 項 名 21年度減量・効率化の取組内容 

本省内部部局等におけるアウトソ

ーシング等による効率化 

外務省行政効率化推進計画に基づき、本省における民間委託等について、翻訳業務、各種調査・研究業務、警備・清

掃等の庁舎管理業務、公用車関係業務、電話交換業務、広報関連業務において実施の拡大を検討するなど積極的に推進

する。 

 

在外公館におけるアウトソーシン

グ等による効率化 

在エジプト大使館事務所の施設維持管理業務（建物・設備管理、入構管理等）を引き続きＰＦＩ方式にて進める。 

ほかの在外公館施設整備計画へのＰＦＩ導入可能性についての調査を行う。 

 

定量的指標、設置時からの状況の

変化を踏まえた在外公館の設置状

況の見直し 

在外公館については、平成21年度に実館１総領事館と兼館１総領事館の廃止を行い、４公館のコンパクト化を行う。

また、22年度に１総領事館（実館）、24年度に１総領事館（実館）の廃止を行う。 

21年度以降においても、引き続き、定量的指標も踏まえつつ定期的見直しを行うこととし、設置時からの状況の変化

を受けて必要性の低下したものについて統廃合等を図るとともに、各国に複数設置された総領事館の廃止を検討する。

併せて、兼勤駐在官事務所及び出張駐在官事務所についても、その位置付けを見直すこととし、上記に準じ、統廃合等

を図る。 

 

定量的指標も踏まえた在外公館の

定員配置の見直し、査証免除・緩

和等の措置による合理化（☆） 

平成19年度から23年度の５か年においても引き続き全在外公館の定員の約１割（300ポスト）を目安とした見直しを

継続し、21年度には、64人の合理化を行う。その際、査証担当、領事担当等については、査証発給件数、各種領事業務

取扱件数等定量的指標も踏まえつつ定員の再配置を進める。 

また、査証審査の厳格化に必要な適正配置にも十分留意しつつ、査証免除・緩和等の措置が実施された場合には、当

該公館の査証担当定員の見直しを検討する。 

 

申請届出のオンライン化、オンラ

イン利用促進による業務の効率

化・合理化 

在留届電子届出システムについては、システムの利便性を向上させるとともに、オンラインによる届出を広く普及さ

せることにより、在外公館におけるデータ入力、郵便・ＦＡＸ等による届出受理、届出の管理作業の省力化を図り、継

続的に業務効率化を推進する。 

 

業務・システムの最適化による業

務の効率化・合理化（☆） 

業務の効率化、民間委託の推進、電子化の推進等により、内部管理業務を見直す。 

「外務省情報ネットワーク（共通システム）最適化計画」（平成18年３月策定）に基づき、情報ネットワークの効率

化等を実施する。 

「通信機能強化システムの業務・システム最適化計画」（18年３月策定）に基づき、公電処理業務の効率化を実施す

る。 

「ホストコンピュータシステムの業務・システム最適化計画」に基づき、業務の効率化等を実施する。 

「在外経理業務・システム最適化計画」に基づき、21年度以降も継続的な最適化を推進していく予定であり、在外経
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事 項 名 21年度減量・効率化の取組内容 

理全体の業務・システムについて必要な見直しを行い、最適化計画の改定版を策定し、ＩＴを活用した業務の効率化等

を実施する。 

「領事業務の業務・システム最適化計画」（「統計調査等業務」を含む。）に基づき、領事窓口業務のシステム化に

よる効率化等を実施する。 

引き続きこれらの取組による見直しを継続し、18年～20年度に91人、21年度に９人の合理化することを含め、22年度

末までに定員を116人合理化する見込みである。 

以上のほか、府省共通業務・システム及び一部関係府省業務・システムについては、「ＩＴを活用した内部管理業務

の抜本的効率化に向けたアクションプラン」（20年５月決定）や、各最適化計画の進捗状況を踏まえつつ、各計画の担

当府省と調整を行い、府省共通業務・システムの導入による業務の効率化・合理化を実施する。 

 

施設管理・運営業務の市場化テス

トの実施 

外務省研修所の施設の管理・運営業務については、民間競争入札を行い、平成21年４月～24年３月までの複数年契約

によって実施することにより、施設の管理・運営業務の効率化等を図る。 

 

外務省研修所の組織・運営の効率

化・合理化 

研修所施設の管理・運営業務を、平成21年度から包括民間競争入札により実施する。 

省内ＬＡＮ内の研修関連ホームページ（一般職員用）及び研修所所内業務用ホームページ（研修所職員用）の更新及

び拡充を引き続き実施することにより、業務の迅速化・効率化を図る。また、効率的でタイムリーな研修の在り方につ

いて引き続き検討し、研修のＩＴ化、Ｅラーニングの導入について、講義の添付資料を省内ＬＡＮ上の研修所ホームペ

ージに掲載することを引き続き実施する。 

 

政策の棚卸しに伴う減量・効率化 

（☆） 

予算業務の見直しを実施した結果、ＪＩＣＡ、国際交流基金への運営費交付金、無償資金協力、ＯＤＡ民間モニター

等ＯＤＡ事業、外務省ホームページ等ＩＴ・情報関連事業について総額91億円に及ぶ政策棚卸しを行い、業務の一層の

効率化を図った。これに関連した定員を平成21年度に７人合理化する。 

 

（注）事項名に（☆）がある事項における平成21年度の合理化数は、他の事項との重複がある。 


